
感染症法に基づく
「医療措置協定」について

令和５年６月

宮崎県福祉保健部感染症対策課

※一部厚生労働省「令和5年度第1回医療
政策研修会資料19」（次ページ以降「国
資料」と明記）より抜粋して作成
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医療提供体制整備の数値目標の考え方

区分 項目 協定締結対象

数値目標

①流行初期（初動対応）
※厚生労働大臣公表後の３ヶ月間

②流行初期以降

目標の目安（全国ベース） 目標の目安（全国ベース）

医

療

提

供

体

制

入院 医療機関
厚生労働大臣の公表後１週間までに、2020年12月（新型コロ
ナ発生約１年後）の新型コロナの入院病床数を確保
→全国で約1.9万床

厚生労働大臣の公表後遅くても６ヶ月以内に、新型コロナ対
応で確保した最大の体制《入院病床数》（2022年12月地点）
を確保
→全国で約5.1万床（約3,000医療機関）

発熱外来 医療機関
厚生労働大臣の公表後１週間までに、2020年12月の新型コロ
ナの診療・検査機関数を確保
→全国で約1,500機関（約3万人／日対応）

厚生労働大臣の公表後遅くても６ヶ月以内に、新型コロナ対
応で確保した最大の体制《診療・検査機関数》（2022年12月
地点）を確保
→全国で約4.2万機関

自宅療養者への
医療の提供

医療機関
薬 局
訪問看護

厚生労働大臣の公表後遅くても６ヶ月以内に、新型コロナ対
応で確保した最大の体制《自宅療養者等への医療提供機関》
（2022年12月地点）を確保
→全国の病院・診療所約2.7万機関
薬局約2.7万ヶ所、訪問看護約2,800ヶ所

後方支援 医療機関

厚生労働大臣の公表後遅くても６ヶ月以内に、新型コロナ対
応で確保した最大の体制《後方支援医療機関》（2022年12月
地点）を確保
→全国で約3,700ヶ所

人材派遣 医療機関
厚生労働大臣の公表後遅くても６ヶ月以内に、新型コロナ対
応で確保した最大の体制《派遣人材数》を確保
→全国の医師約2,100名、看護師約4,000名

物
資
の

確
保

備蓄している
医療機関の数

医療機関
訪問看護

（薬局は任意）

協定締結医療機関のうち【８割以上】の施設が、当該施設の使用量【2ヵ月分以上】にあたるPPEを備蓄

国作成の「予防計画作成のための手引
き」表７（令和５年５月）を基に作成
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（１）入院（病床確保）

第一種協定指定医療機関（病床の確保）

求められる要件（新型コロナの重点医療機関の施設要件を参考に）
・確保している病床で酸素投与及び呼吸モニタリングが可能
・都道府県からの要請後速やかに（２週間以内を目途に）即応病床化すること
・院内感染対策（ゾーニング、換気、個人防護具の着脱等を含む研修・訓練等）を
適切に実施すること 等

締結する医療措置の内容
確保予定病床数（目安は新型コロナ対応で確保した最大の体制《2022年12月地点》）
・うち、重症者用の病床
・うち、特に配慮が必要な患者の病床
（精神、妊産婦、小児、透析、障害児、認知症、がん）

○流行初期医療確保措置の対象となる協定（入院）を締結する医療機関の基準

①発表の公表後、都道府県知事の要請後１週間以内に措置を実行すること
（公表前から対応する感染症指定医療機関の対応などを基に、感染症に対する最新の知見等を
国が集約・周知した状態から１週間での対応と想定する。（２）発熱外来についても同様。）
②感染症発生・まん延時に入院患者を受け入れる病床を一定数確保し継続して対応できること。
③病床の確保に当たり影響が生じ得る一般患者の対応について、後方支援を行う医療機関との
連携を含め、あらかじめ確認を行うこと
※地域の実情に応じて、通常医療の確保を図るためにも柔軟に協定を締結する。

●流行初期（初動対応）の確保予定病床数を設定する。
・目安は新型コロナ発生約１年後《2020年12月》の体制
・「うち、重症者用」「うち、得には医療が必要な患者の病床」も設定

協定対象

病院
診療所
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（２）発熱外来

第二種協定指定医療機関（発熱外来）

求められる要件（新型コロナ対応の診療・検査医療機関の施設要件を参考に）
・発熱患者専用の診察室を設けた上で、予め発熱患者等の対応時間帯を住民に周知又は地域の
医療機関等と情報共有して、発熱患者等を受け入れる体制を構築すること
・院内感染対策（ゾーニング、換気、個人防護具の着脱等を含む研修・訓練等）を適切に実施
し、発熱外来を行うこと

締結する医療措置の内容
１日あたりの診療・検査（核酸検出検査）数
※検査については自院で検体の採取及び分析まで実施できる医療機関が対象。
（目安は新型コロナ対応で確保した最大の体制《2022年12月地点》）
その他、かかりつけ患者以外の受入れ可否、小児の受入れ可否も確認する。

その他考慮すべき点
外来における地域の診療所の役割
→地域の診療所が感染症医療を行うことができる場合は、可能な限り協定を締結する。

○流行初期医療確保措置の対象となる協定（発熱外来）を締結する医療機関の基準

①発表の公表後、都道府県知事の要請後１週間以内に措置を実行すること
②流行初期から、１日あたり20人以上の発熱患者を診察できること

※地域の実情に応じて、通常医療の確保を図るためにも柔軟に協定を締結する。

●流行初期（初動対応）の１日あたりの診療・検査数を設定する。
・目安は新型コロナ発生約１年後《2020年12月》の体制

協定対象

病院
診療所
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（３）自宅療養者への医療の提供

第二種協定指定医療機関（自宅療養者等への医療の提供）

求められる要件（新型コロナ対応と同様に）
・病院・診療所は、薬局や訪問看護事業所と連携し、また、各機関間や事業所間でも連携しな
がら、往診やオンライン診療等、訪問看護や医薬品対応等を行うこと
・機関間や事業所間の連携に当たっては、通常医療の確保のため、後方支援や人材派遣の協定
を活用した体制の確保を図ること
・自宅療養者等が症状悪化した場合に入院医療機関等へ適切につなぐこと
・院内感染対策（ゾーニング、換気、個人防護具の着脱等を含む研修・訓練等）を適切に実施
し、発熱外来を行うこと
・患者に身近な診療所等が自宅療養者への医療を行う際は、患者の容体の変化等の場合に迅速
に医療につなげるためにも、あわせてできる限り健康観察の協力を行うこと

締結する医療措置の内容
（内容は新型コロナ対応で確保した最大の体制《2022年12月地点》を踏まえ、可能な対応を記載する。）

病院・診療所 薬局 訪問看護事業所

・対象者別の対応（自宅療養者、宿
泊療養者、高齢者施設、障害者施
設）

・電話／オンライン診療の対応
・往診等の対応
・健康観察の対応

・対象者別の対応（自宅療養者、宿
泊療養者、高齢者施設、障害者施
設）
・オンライン服薬指導の対応
・訪問での服薬指導の対応
・薬剤等の配送の対応
・健康観察の対応

・対象者別の対応（自宅療養者、宿
泊療養者、高齢者施設、障害者施
設）
・訪問看護の対応
・健康観察の対応

協定対象

病院
診療所

訪看
事業所

薬局
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（４）後方支援

後方支援の協定締結について

実行する医療措置について
①流行初期の感染症患者以外の患者の受入
②感染症から回復後に入院が必要な患者の転院の受入

受入の調整について
新型コロナ対応での実績を参考に、自治体や都道府県医師会、都道府県病院団体及び支部による協議会や、
既存の関係団体の枠組み等と連携した上で、感染症患者以外の受入を進める。
（都道府県は、協定の履行のため、当該連携を推進するなど受入の調整を図る。）

締結する医療措置の内容
（内容は新型コロナ対応で確保した最大の体制《2022年12月地点》を踏まえ、可能な対応を記載する。）
・流行初期
主に流行初期確保装置の対象となる協定を締結している医療機関に代わっての一般患者の受入

・流行初期以降
回復患者の転院受入
病床の確保の協定を締結している医療機関に代わっての一般患者の受入

協定対象

病院
診療所
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（５）人材派遣

人材派遣の協定締結について

求められる要件
・１人以上の医療従事者を派遣することを基本とすること
・自院の医療従事者への訓練・研修等を通じ、対応能力を高めること

締結する医療措置の内容
（内容は新型コロナ対応で確保した最大の体制《2022年12月地点》を踏まえ、可能な対応を記載する。）
人材派遣可能な合計人数
・うち医師の人数（医師のうち、県外派遣可能人数やDMAT・DPATの人数も）
・うち看護師の人数（看護師のうち、県外派遣可能人数やDMAT・DPATの人数も）

広域派遣について
県内で人材の融通が難しい場合は、都道府県が他の都道府県に直接応援して求めることができることとさ
れ、さらに、他県よりも医療のひっ迫が認められる都道府県については、国に対し派遣の応援を求めること
ができる（下図参考）。

左図：感染症発生・まん延時
における広域的な医療人材派
遣（厚生労働省「新興感染症
発生・まん延時における医療
について」（令和5年5月26
日）から抜粋）

協定対象

病院
診療所
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（６）個人防護具（PPE）備蓄について

個人防護具備蓄の協定締結について

締結する内容
対象物資（品目）について
・サージカルマスク
・N95マスク（D2マスクでの代替も可能）
・アイソレーションガウン（プラスチックガウンも含む）
・フェイスシールド（再利用可能なゴーグルの使用での代替も可能）
・非減菌手袋
備蓄量について
・医療機関の使用量２ヶ月分以上とすることを推奨する。
（令和３年や令和４年を通じた平均的な使用量で２ヶ月分を設定する。）
※その医療機関の新興感染症診療部門以外での使用量も含まれる。
※その医療機関が検査を実施するための使用量も含め、施設全体での使用量として設定する。

備蓄の運営方法等
○ 個人防護具の備蓄は、平時において、物資を購入して保管し、使用期限が来たら廃棄するのではなく、
平素から備蓄物資を有効に活用していただく観点から、備蓄物資を順次取り崩して一般医療の現場で使
用する、回転型での運営を推奨する。
※備蓄に関する平時の支援については、国において保管施設整備費の支援について検討。

○ 保管については、施設内に保管施設を確保することが望ましいが、施設外の保管施設を利用するなどの
方法でも良い。
他、①物資の取引業者との供給契約で、取引作業者の保管施設で備蓄を確保する方法、②物資の取引業
者と提携し、有事に優先共有していただく取り決めをすることで、平時においては物資を購入すること
なく、備蓄を確保する方法でも良い。

協定対象

病院
診療所

訪看
事業所

18

※薬局は任意



目次

１．これまでの経緯について

２．予防計画に定める数値目標について

３．各協定締結項目の説明

４．スケジュールについて

19



国資料

20


	スライド 1: 感染症法に基づく 「医療措置協定」について
	スライド 2: 目次
	スライド 3: 目次
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7: 目次
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11: 目次
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19: 目次
	スライド 20

